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資料 1

｢Ⅰ,II期子宮頚癌に対する高線量率腔内照射を用いた根治的放射線

治療に関する多施設共同前向き臨床試験｣実施計画書
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厚生労働省がん研究助成金(16-12)

文部科学省科学研究費補助金 (基盤研究C●16591214)
1,日ltJ)子宮頚痛に対する高線量率腔内照射を用いた根治的放射線治療に関する

多施設共同前向き臨床試験

0.試験の概要

0.1.シェ-マ

子宮頚部扇平上皮癌

FⅠCoⅠb,ⅠⅠ期

腫蕩最大径40mm未満 (MRI)

骨盤内リンパ節腫大 (10mm以上)なし

PS0-2,20-85才

全骨盤照射 50Gy(中央遮蔽 20Gyより)

および

1 / 1

経過観察 後治療自由

0.2.日的

早期子宮頚痛 (臨床進行期Ib,ⅠⅠ期で腫癌最大径40mm未満)に対し､高線量率腔内照射

(high-dose-rateintracavitarybrachytherapy:以下 riDR-ICBT)6Gyx4回 (A点)と,

全骨盤照射50Gy(20Gyより中央遮蔽)を用いた根治的放射線治療の安全性と有効性を探索

JAROG0401
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厚生労働省がん研究助成金(16-12)

文部科学省科学研究費補助金 (基盤研究C:16591214)
I,II期子宮頚痛に対する高線量率腔内照射を用いた根治的放射線治療に関する

多施設共同前向き臨床試験

的に検討する. Primaryendpointは2年骨盤内無増悪割合,Secondaryendpointsは,忠

性有害反応の発生,治療完遂割合,晩期有害事象割合,2年原病生存割合,2年無再発生存

割合,2年仝生存割合,再発部位とする.

0.3.対象

･組織診で子宮頚部扇平上皮癌の確診が得られている症例

･Ib,Ha,ⅠIb期症例 (FIGO分類)

･断端癌でない症例

･腫疲最大径が40nlm未満の症例 (MRIT2強調像にて測定)

･短径 10mm以上の腫大した骨盤内リンパ節,傍大動脈リンパ節を認めない症例 (CTまた

はMRI)

･20才以上,85才以下

･PS(Zubrod)0-2

0.4.治療内容

根治的放射線単独治療 全骨盤照射50Gy/25回(中央遮蔽は20Gy/10回後より),mRJCBT

6Gyx4回 (A点).

0.5.目標症例数と登録期間

目標症例数 :60例

登録期間 :3年間 (2004年8月1日-)

追跡期間 :最終症例登録後2年間

1.日的

早期子宮頚痛 (臨床進行期Ib,ⅠⅠ期で腫癌最大径40mm未満)に対し､高線量率腔内照射

(high-dose-rateintracavitarybrachytherapy:以下fiDR-ICBT)6Gyx4回 (A点)と,

全骨盤照射50Gy(20Gyより中央遮蔽)を用いた根治的放射線治療の安全性と有効性を探索

的に検討する. Primaryendpointは2年骨盤内無増悪割合,Secondaryendpointsは,忠

性有害反応の発生,治療完遂割合,晩期有害事象割合,2年原病生存割合,2年無再発生存

割合,2年仝生存割合,再発部位とする.

JAROG0401
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厚生労働省がん研究助成令(16-12)

文部科学省科学研究費補助金 (基盤研究C:16591214)
L HjgJl一再類癌に対する高線量率腔内照射を用いた根iLn.的放射線tlf.1樺にl対する

多施設共同前向き臨JR試験

2.背景と試験計画の根拠

2.1.早期 (臨床進行期 Ⅰ,ⅠⅠ期)子宮頚痛の臨床的特徴

子宮頚痛は我が国において頻度は減少傾向にあるが,依然女性の悪性腫癌死亡率第 7位

を占める 1).好発年令は30-60才とされ,40才代に発生のピークがある.ヒトパピローマ

ウイルスの感染が発癌に関与しているとされ,低所得階層,低年令での初性交,多産,複

数のSexpartnerのいる女性に多いとされている.近年腺癌が増加傾向にあるとされるが,

大部分は扇平上皮癌が占める2).一般に,我が国では臨床進行期 I,ⅠⅠ期に対しては広汎子

宮全摘出術等の手術療法が行われ.高齢者や合併症にて手術が不適当と考えられる場合,

根治的放射線治療が適用される3).

2.2.対象に対する標準治療

早期 (臨床進行期 Ⅰ,ⅠⅠ期)子宮頚痛の治療は,手術療法と放射線治療とに大別される

が,5年生存率はそれぞれ,Ⅰ期 :65.5-95.8%,67.2-91.5%,II期 :66.7187.5%,66-70%,

と報告されており両者に大きな差を認めない 2).LandoniらはIb,Ha期を対象とした手術

療法と根治的放射線治療のランダム化比較試験の結果を報告している 4).それによると,5

年生存率は,手術群,根治的放射線治療群ともに83%と差はなく,前者で術後照射を加えた

場合有意に晩期有害事象の頻度が増すと報告している4).従って,対象集団のうちⅠ,ⅠIa期

に対しては,手術療法及び根治的放射線治療のいずれもが標準治療と考えられる.

臨床進行期 Ⅰ,Ha期であっても腫療最大径 40ないしは50m 以上あるいは骨盤内リンパ

節転移陽性例,及び Hb期 に対 しては,放射線化学療法同時併用 (Concurrent

chemoradiotherapy)が放射線治療単独と比較して優れていることが複数のランダム化比較

試験,及びメタ解析により明らかにされている5).従って,欧米では既にこれらの患者群に

おいては放射線化学療法が標準治療と位置付けられている.また,この患者群に対しては

導入化学療法後に手術を行う治療法 6)も比較的広く行われている.

子宮頚痛放射線治療単独例について行われた遡久的解析で,kodairaらはⅠⅠ期 (Ha,ⅠIb

期)でMRIにて計測した腫療最大径50mm未満かつ骨盤内リンパ節腫大を認めない群の5年

無病生存割合 (Disease-freesurvivalrate)は93.2%と非常に良好であったことを報告し

ている7).またToitaらもII期 (IIa,IIb期)とIII期症例について同様にMRIを用いた

解析を行い,2年無病生存率が,腫癌径 40mm未満では74%,骨盤内リンパ節腫大陰性例で

78%と報告している8).このようにⅠIb期以上であっても腫蕩最大径が40ないしは50m 未

満で骨盤内リンパ節腫大が陰性であれば,放射線治療単独にて十分治癒を見込める可能性

がある.また,腫癌最大径 40ないしは50mm未満例において放射線化学療法同時併用が放

射線治療単独と比較して優れていることを明確にしたデータはなく,ⅠIb期症例のみを対象

JAROG0401
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6



厚生労働省がん研究助成金(16-12)

文部科学省科学研究費補助金 (基盤研究C:16591214)
I,II期子宮頚痛に対する高線量率腔内照射を用いた根治的放射線治療に関する

多施設共同前向き臨床試験

にした解析結果もない.従って,対象集団に対 しては化学療法を併用しない放射線治療単

独が,標準治療のひとつと考えられる.

子宮頚痛に対する標準的放射線治療法は,外部照射と腔内照射の併用である.外部照射

は通常全骨盤照射野にて行われる.傍大動脈領域を含めた,いわゆるextended-fieldの全

骨盤照射野に対する生存率における優位性は明確にはなっていない 9Ilo).腔内照射はその線

量率により,低線量率(Low-dose-rate:LDR)と高線量率(High-dose-rate:fOR)とに分けら

れる.両者では骨盤内制御割合,晩期有害事象発生割合ともに差がないということが,複

数のランダム化比較試験により明らかにされている 11･12)

HDR-ICBTは特に我が国において約30年前より広 く行われており,子宮頚痛の放射線治療

基準が 1984年に定められた 13･14).我が国では現在ほぼこのスケジュールにて広 く治療が行

われている.その Ⅰ,ⅠⅠ期のスケジュール,及びLQmodelを用いたBiologicaleffective

dose(BED)15)を表 1に示す.

表 1 子宮頚痛標準治療 (Ⅰ,ⅠⅠ期)

外部照射 (Gy) HDR BED*

仝骨盤 中央遮蔽 (Gy/回,A点)) (Gy10,A点)

0 45-50 29/5 46

*BED-nd[1+d/(α/β)],N-照射回数,d-一回線量,α/〟-10(GylO)

一方,米国では長らくLDRが主流であったが,近年ようやくHDRが普及しつつある.2000

午,AmericanBrachytherapySociety(ABS)から提唱されたearlydisease(I,II期,か

つ4cm未満)に対する標準スケジュール161を表2に示す.

表2 ABSsuggesteddoses(earlycervicalcancer♯)

外部照射 flDR BED*

(Gy) (Gy/回,A点) (Gy10,A点)

20 45/6 103

20 45.5/7 99

20 48/8 101

45 30/5 101

JAROG0401
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厚生労働省がん研究助成金(16-12)

文部科学省科学研究費補助金 (基盤研究C.16591214)
1,日則子宮頚痛に対する高線量率腔内照射を用いた根治的放射線治療に閲する

多施設共同前向き臨床試験

‡Ⅰ,ⅠⅠ期かつ4cm未満

*BED-nd[1+d/(α/β)],N-照射回数,d-一回線量,α/β-10(Gyln)

これらを比較するとABSのスケジュールは我が国のものよりかなり高線量である.ABSの

推奨治療線量スケジュールは,LQmodelによりLDRと等価な投与線量を算出した理論的数

値が根拠とされているが 16),この治療スケジュールによる臨床データはほとんどない.ABS

もその提言のなかで今後このスケジュールの安当性が臨床的に検証されるべきとしている

16)

このように,mR-ICBTの標準治療スケジュールは,日米間で大きな差異が認められ,ま

たいずれもが前向き臨床試験により実証されたものではない.したがって,現状では子宮

頚痛に対するHDR-ICBTの国際的標準線量治療スケジュールは存在しないと考えられる.

2.3.治療計画設定の根拠

2.3.1.MRIを用いた腫癌径評価の背景と根拠

一般に放射線治療における局所制御率は,腫癌サイズと線量に依存する 17).子宮頚痛の

臨床進行期分類FIGOではIb期を除き腫蕩径は勘案されていない 18).また,FIGO分類は主

に視触診を中心とした理学的所見に基づき決定されるため,客観性に乏しい.従って,腫

場制御の線量依存分析における層別化において,腫癌径の代用としてFIGO病期を用いるこ

とは十分でないと考えられる.従来の子宮頚痛における線量依存の遡久的解析はまずこの

問題を有していると考えられる.米国の臨床試験等では,視触診等により腫療径の計測及

び層別化が行われているが 19･20),FIGO分類と同様,再現性及び客観性に問題があると考え

られる.-･方,MRIT2強調画像による腫蕩径計測の有用性は多く示されている 2I,22).MRIT2

強調像にて計測した腫癌径が放射線治療患者における予後因子であることは,いくつかの

遡久的研究により示されている 7･8･23･24).現在本邦の多くの施設においてMRIは治療前のル

ーチン検査としておこなわれている.以上の点から,MRIを用いて腫癌径を評価し,前層別

することは必要かつ合理的と考えられる.

2.3.2.治療スケジュール設定の根拠

表3に,HDR-ICBTを用いた放射線治療によるI,II期子宮頚痛の治療成績を示す 1】,25-29)

表3. I,II期子宮頚痛治療成績 :tiDR-ICBT

線量 (Gy) BED*(GylO)

-17-
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外部照射 rDR-ICBT 外部照射+ 骨盤内

報告者 (午) 症例数 (骨盤中央) (A点) fDRIICBT 制御率 (%)

rai(1992)25) 403

ang(1997)26) 123

etereit(1999)27) 173

areyama(2002)‖) 22

ong(2002)28) 157

oita(2003)29) 47

0-20 23-29/4-5

40144 21.6/3

20-30 36-41/5

0,30 23-29/3-5

40 21-24/3-4

0-40 18-30/3-5

46-60 86-95㊨

85-90 72-87(5年)♯

85-110 80-85(3年)♯

46-76 89(5年)辛

86-88 79-88(5年)♯

48-77 96(3年)♯

*BED-nd[1+d/(α/β)],n-照射回数,d-一回線量,α/β-10(Gy.o)

㊧粗制御率,♯累積制御率

これらの外部照射とrOR-ICBTの線量をBiologicallyeffectivedose(BED)にて合算す

ると46-110GylO(A点)となるが,この線量域において骨盤内制御率に対する線量依存関係

は認められない.同様にPetereitらも子宮頚痛の HDR-ICBTについての文献的レビューを

行い,A点線量と骨盤内制御率のあいだに線量依存関係がないことを示している30).しかし,

2.3.1項にて論じたようにFIGO病期にはStagemigrationの問題 31)があり,遡久的解析に

よる骨盤内制御率の評価には注意を要する.

Toitaらは,MRIにて計測した腫蕩径と,BEDを用いて骨盤内制御率に関する線量依存関

係を遡久的に検討している 29).AmericanBrachytherapySociety(ABS)の分類に従-'た早

期病変 (Ⅰ,ⅠⅠ期かつMRIで計測した腫蕩最大径40mm未満)16) における3年骨盤内制御率

を表4に示す 29).

表4.3年骨盤内制御率 :Ⅰ,ⅠⅠ期,腫蕩最大径40mm未満‡

治療スケジュール BED(GylO) 3年骨盤内制御率*外部照射 rDR-ⅠCBT

(骨盤中央,Gy) (A点,Gy/回) (A点) ∩ (%)

0 30/5 48 5 100

20 24/4 62.4 7 100

30 18/3 64.8 2 100

30 24/4 74.4 2 100

♯MRIにて計測,*累積制御率

JAROG0401
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症例数は非常に限られているが,BED48-76.8Gy10(A点)において明らかな線量依存関

係は認められていない 29)

一万,晩期合併症の直腸障害は,表 5に示すように,A点 BEDの増加とともに頻度が増

す傾向が認められる.ToitaらはA点の合計earlyBEDが80GylO以上より直腸合併症が増加

する傾向があったとしている29).

表5. 晩期合併症 (直腸):rDR-ICBT

A点BED*(Gy10)

報告者 (年) 症例数 ERT+rmRJCBT 直腸合併症発症率 (%)

Arai (1992)25) 1022

Kataoka(1992)32) 220

eshima(199 3 ) 12 ) 259

Ito(1994)33) 659

ang (1997) 26) 173

Clark(1997)34) 119

Petereit(1999)27) 173

Ferrigno(2001)35) 138

Sakata(2002)36) 105

ong(2002)28) 220

Toita(2003)29) 88

46-86 18(1度以上)㊨

74-96 18(2-3度)㊨

65-86 4(2-3度)㊨

65-90 28(1度以上)㊨

85-90 38(5年,1度以上)♯

115 7(3-4度)㊨

85-110 NA

92 16 (5年,1度以上)♯

46-80 16 (5年,1度以上)♯

86-88 28(5年,1度以上)♯

48-86 11(3年,1度以上)♯

*BED-nd[1+d/(α/β)],∩-照射回数,d-一回線量,α/β-10(Gy10)

@粗合併症率,♯累積合併症率,NA-notavailable

以上より,対象集団であるⅠ,ⅠⅠ期でかつ腫蕩径40mm未満の子宮頚痛に対 しては,全骨

盤照射50Gy(中央遮蔽20Gyより),riI)R-ICBT6Gyx4回(A点)のスケジュール(A点BED62Gy】｡)

は,十分かつ安全であり,妥当な線量である可能性がある.

2.4.試験デザイン

2.4.1.エンドポイントの設定根拠

本試験の線量は従来我が国で用いられてきたものとほぼ同等であるが,米国の標準と比

較すると低線量である.これまで内外より報告されてきた局所制御割合より低下すること

JAROG0401
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がないかどうかを確認する目的で,primaryendpointは骨盤内無増悪割合とした.局所再

発の多くが2年以内に発生することより,2年割合とすることは妥当と考えられる2).

2.4.2‥患者集積見込み

当該進行期では,前述したように手術が行われることが多いが,患者の高齢化により,

対象集団において根治的放射線治療が選択される症例は少なくないと予想される.また,

臨床進行期 Ⅰ,ⅠⅠ期であっても中心腫癌径 40ないしは50mm以上あるいは骨盤内リンパ節

転移陽性例に対しては,放射線化学療法の適用が標準とされるが,当該患者は放射線治療

単独が妥当であり,倫理的にも問題はないと考えられる.

平成 15年度加賀美班子宮頚痛集計において,15施設で本試験と同じ適格規準を満たす子

宮 頚 痛 臨床 進 行 期 Ⅰ,ⅠⅠ 期 は 1年 間 で 62例 で あ っ た. な際 的 い て き

･------ ･- ･従って,本臨床試験の対象症例に合致する

症例を1年間で20例登録することは可能と考えられる.

2.5.試験参加に伴って予想される利益と危険 (不利益)の要約

本試験における治療法は,我が国の実地臨床にて一般的に行われている内容とほぼ同様

である,従って本試験の参加により,従来の治療成績とほぼ同等の骨盤内制御割合と晩期

合併症率が予測され,患者にとって利益及び不利益はないと考えられる.

2.6.本試験の意義

対象集団である早期 (Ⅰ,ⅠⅠ期)子宮頚痛に対して,手術非適応症例を中心に,実地臨床

としてHDR-ICBTを用いた根治的放射線治療が行われているが,前述したように国際的な標

準治療スケジュールは確立されていない.この目的における前向き臨床試験は,皆無であ

る.一定の治療スケジュールの有効性と安全性を前向きに明らかにすることは,標準治療

スケジュール確立に向けての第一歩であると考えられる.今後 GynecologicOncology

Group(COG)37)等の子宮頚痛に関する国際的なプロトコルに我が国が参画する際に,放射線

治療プロトコルの統一化は避けて通れない問題である.早期子宮頚痛に対する本プロトコ

ルの有効性と安全性が明らかになれば,次の段階として進行 (ⅠⅠⅠ-IVa期または中心腫癌径

40m 以上)子宮頚痛に対する標準治療スケジュールの確立に向けた臨床試験に着手する予

定である.

JAROG0401
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3.本試験で用いる規準 ･定義

3.1.進行期分類

臨床進行期分類にはFIGO分類 (1994年FIGO)38)を用いる.以下に対象群の定義を抜粋す

る.

【臨床進行期分類FIGO1994年】

Ⅰ期 :癌が子宮頚部に限局するもの (休部浸潤の有無は考慮しない)

Ia期 :組織学的にのみ診断できる浸潤癌.肉眼的に明らかな病巣はたとえ表層浸潤であ

ってもIb期とする.浸潤は計測による間質浸潤の深さが5m 以内で,縦軸方向の広がりが

7nm1をこえないものとする.浸潤の深さは,浸潤がみられる表層上皮の基底膜より計測して

5m をこえないものとする.脈管 (静脈またはリンパ管)侵襲があっても進行期は変更しな

い.

Ib期 :臨床的に明らかな病巣が子宮頚部に限局するもの,または臨床的に明らかではない

がIa期を越えるもの.

Ibl期 :病巣が4cm以内のもの

Ib2期 :病巣が4cmを越えるもの

ⅠⅠ期:癌が頚部をこえて広がっているが,骨盤壁または膜壁下1/3には達していないもの.

ⅠIa期 :腹壁浸潤が認められるが,子宮傍組織浸潤は認められないもの.

ⅠIb期 :子宮傍組織浸潤の認められるもの

(注釈)

臨床進行期決定に際しては,以下のFIGO分類原文のRulesforcllassificationとNotes

aboutthestagingの内容 32)を遵守する.

*1.2.RulesforclasslfTICation(抜粋)

1.2.1.ClinlCa1-diagnosticstaglng

StaEinEOfcervicalcancerisbasedonclinicalevaluation;therefore,carefulclinicalexamination

shouldbeperfomledinallcases,preferablybyanexperiencedexaminerandunderanesthesia.The

clinica)Staglngmustnotbechangedbecauseofsubsequentfindings･Whenthereisdoubtasto

whichstageaparticularcancershouldbeallocated,theearlierstageismandatory.Thefbllowlng

examlnationsarepemitted:palpation,inspection,colposcopy,endoceⅣicalcurettage,hysteroscopy,

cystoscopy,proctoscopy,IntravenousurOgraphy,andXィayexamlnationofthelungsandskelton･

SuspectedbladderorrectalInvolvementshouldbeconfirmedbybiopsyandhistologlCevidence.

Conizatjonoramputationofthecervixisregardedasaclinicalexamination･Invasivecancersso

JAROG0401
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identifiedaretobeincludedinthereports.FindingsofoDtionalexaminations.e.a.lyrnphanEioEmPhl

arterio2.raPhy,venom Dhy.laDarOSCODY.ultrasound.CTscan,andMRlareofvalueforplanning

therapybut,becausethesearenotEenerallvavailableandtheinterpretationofresultsisvariable.the

findingsOfsuchstudiesshouldnotbethebasisforchanginEtheclinicalstaEinE.Fineneedle

asplration(FNA)ofscan-detectedsuspiciouslymphnodesmaybehelpfulintreatmentplanning.

*1･3･StaglngClassifications

1.3.1.Notesaboutthestaging(抜粋)

APatientwithagrowthfixedtothePelvicwallbyashortandindurated,butnotnodular.

parametriumshouldbeallottedtoStageIIb.ltisimpossible,atclinicalexamination,todecide

whetherasmoothandinduratedparametriumistrulycancerousoronlyinf一ammatory.Therefore!垣_

CaseshouldbePlacedinStageIIIonlyiftheparametriumisnodulartothePelvicwalloriFthe

growthitselfextendedtothePelvicwall.

Thepresenceofhydronephrosisornon-functionlngkidneyresultingfromstenosisoftheureterby

cancerpermitsacasetobeallottedtoStagelIIevenif,accordingtotheotherfindings,thecaseshouldbe

allottedtoStageIorStageI1.

4.適格規準

以下の選択規準をすべてみたし,除外規準のいずれにも該当しない患者を対象とする.

4.1.選択規準

1) 生検による組織診で子宮頚部扇平上皮癌の確診が得られていること

2) 臨床進行期はFIGO臨床進行期分類 (1994年)によるIb,ⅠIa,ⅠIb期であること

3) MRIT2強調画像にて計測した中心腫痘最大径が 40mm未満であること.なお, MRI

にて指摘できない′ト病巣 ･表在性の病変を有する症例も選択可とする.

4) 3)のMRIは登録前 28日以内に施行されたものであること

5) 年令が 20才以上,85才以下

6) Zubroadperformancestatusscoreが 0-2であること

7) 初回治療例であること

8) 他のがん種に対する治療も含めて,骨盤部-の放射線治療の既往がないこと

9) 十分な骨髄機能を有すること

･白血球数 3000/nMn3以上

･好中球数 1000/mm3以上

･ヘモグロビン値 8.0g/dl以上 (輸血による上昇は許容)

JAROG0401
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･血小板 75,000/m 3以上

10) 試験参加について患者本人から文書で同意が得られていること

4.2.除外規準

1) 断捕癌

2)CTあるいはMRIにて短径 10m 以上の腫大 した骨盤内リンパ節が認められる

3)CTあるいはMRIにて短径10mm以上の腫大 した傍大動脈 リンパ節が認められる

4) 活動性の重複癌を有する.ここでは,同時性重複がん及び無病期間が5年以内の異

時性重複がんをいう.ただし､局所治療により治癒と判断されるCarcinomainSitu

(上皮内癌,もしくは粘膜内癌相当の病変)は活動性の重複癌には含めない.

5) 妊娠中,妊娠中の可能性のある,授乳中である

6) 挙児を希望 している

7) 精神病または精神症状を合併 しており試験への参加が困難と判断される

8)高度の老人性痴呆を有する

9) ステロイド剤の継続的な全身投与 (内服または静脈内)を受けている

10) 治療の実施に支障をきたすと判断される重篤な合併症を有する症例

･3か月以内の心疾患の既往,慢性心不全

･3か月以内の重篤な脳血管障害

･活動性の感染症

･活動性の勝原病

･ コントロール困難な糖尿病

11) その他,臨床試験担当医師が本試験の対象として不適当と判断した症例

5.登録手順

5.1.施設登録

本試験への参加に際 しては,本試験実施計画書及び患者への説明文書が各施設の倫理審

査委員会またはIRB(機関審査委員会 :InstitutionalReviewBoard)で承認きなければな

らない.

Ⅰ㍊ 承認が得られた後,各施設の施設研究責任者 (施設コーディネーター)はⅠ㍊ 承認文

書のコピーをデータセンター-FAX送信する.IRB承認文書原本は施設研究責任者 (施設コ

ーディネーター)が保管,コピーは研究事務局が保管する.データセンターは,各施設 IRB

の本試験の承認を確認 したのちに,不備事項がなければ施設登録連絡票を施設に送付する.

記載内容に不備がある場合は,データセンターから FAXにて問い合わせが行われる.各施
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‘½Ž{•Ý‹¤“¯‘OŒü ‚«—Õ•°ŽŽŒ±

•Ý‚ÌŽ{•ÝŒ¤‹†•Ó”CŽÒ (Ž{•Ý ƒR•[ƒf ƒBƒl•[ ƒ^•[) ‚Í,Œ´‘¥ ‚Æ‚µ‚Ä FA X ‚É‚Ä–â‚¢•‡ ‚í‚¹ ‚É‰ð“š

‚· ‚é.•s”õ‚ª‰ðŒˆ ‚µ‚È‚¢ŒÀ ‚èŽ{•Ý“o˜^ ‚Í•s ‚í‚ê ‚È‚¢.

5.2. •Ç—á“o˜^

’S“–ˆãŽt‚Í ,4 •ß ‚Ì“KŠiŠî•€ ‚ÉŠî‚Ã ‚¢‚Ä,“–ŠYŠ³ŽÒ‚ª‘I‘ð‹K•€ ‚ð‚·‚× ‚Ä–ž ‚½ ‚µ,•œŠO‹K•€

‚Ì‚¢‚¸ ‚ê ‚É ‚àŠY“– ‚µ‚È‚¢ ‚± ‚Æ‚ðŠm”F ‚µ,“o˜^“KŠi•«Šm”F•[ ‚É•K—vŽ–•€ ‚ð‚·‚× ‚Ä‹L“ü‚Ì ‚¤‚¦,

ƒf•[ ƒ^ƒZ ƒ“ƒ^•[ ‚É“o˜^“KŠi•«Šm”F•[ ‚ð FA X ‘—•M‚· ‚é. ‚±‚ÌŠm”F•\ ‚ÉŠî‚Ã ‚¢‚Ä,ƒf•[ƒ^ƒZ ƒ“

ƒ^•[ ‚É ‚æ ‚è•Ç—á ‚Ì“KŠi•« ‚ªŠm”F ‚³‚ê‚½Œã,•Ç—á“o˜^”Ô•† ‚ª”­•s ‚³‚ê ‚é.’S “–ˆã ‚ÍŽ––±‹Ç ‚æ

‚è FA X ‚Å‘— ‚ç‚ê‚½•Ç—á“o˜^Šm”F’Ê’m,“o˜^”Ô•† ‚ðŠm”F ‚µ,ƒJƒ‹ƒe‚É•Û‘¶‚· ‚é. ‚±‚ê ‚ð ‚à‚Á

‚Ä“o˜^ ‚ðŠ®—¹‚· ‚é.

¥Š³ŽÒ“o˜^ ‚Ì˜A—••æ ‚ÆŽó•tŽžŠÔ

ƒf•[ ƒ^ƒZ ƒ“ƒ^•[

‘å•ã‘åŠw‘åŠw‰@ˆãŠwŒnŒ¤‹†‰È ˆã—p•¨—••HŠw•u•À

Žè“‡ •ºŽ÷

•§ 565-0871 ‘å•ã•{•• “cŽs ŽR“c‹u ƒg7

TEL: 06-6879-2579

FAX:06-6879-2579

•½ “ú9-17 Žž (•j•Õ El,“y ¥“ú—j ‚ÍŽó ‚¯•t ‚¯‚È‚¢)

E-mail:teshima@sah.ned.osaka-u.ac.ip

5.3. “o˜^ ‚É•Û ‚µ‚Ä‚Ì’•ˆÓŽ–•€
1)–{—Õ•°ŽŽŒ± ‚ÅŒv‰æ ‚µ‚½Ž¡—Ã ‚ðŠJŽn ‚µ‚½Œã‚Ì•Ç—á‚Ì“o˜^ ‚Í”F‚ß ‚È‚¢.

2) “o˜^“KŠi•«Šm”F•[ ‚Ì‹L•Ú‚ª•s•\•ª ‚È ‚Æ‚«‚Í.‚·‚× ‚Ä–ž ‚½ ‚³‚ê ‚é‚Ü‚Å“o˜^ ‚ÍŽó ‚¯

•t ‚¯ ‚ç‚ê ‚È‚¢.

6. “o˜^‘OŒŸ•¸

6. 1. ‘S •g•ó‘Ô : PS(Zubroad) (•t ),‘Ì•d ,‘Ì•dŒ¸•­ ‚Ì—L–³

6.2. •i•sŠú•f ’f‹y ‚Ñ•a•¨•]‰¿ (Žî”æŒa, ƒŠƒ“ƒp•ß“]ˆÚ—L–³“™) ‚É•K—v ‚ÈŒŸ•¸

“o˜^ ‚É•æ—§ ‚Á‚ÄˆÈ‰º‚ÌŒŸ•¸ ‚ð•s ‚¢,•aŠúŒˆ’è ‚Æ•a•¨•]‰¿ ‚ð•s ‚¤.ŒŸ•¸ ‚Í,“o˜^‘O 28 “ú̂ È

“à ‚É•s ‚í‚ê ‚½ ‚à‚Ì ‚Æ‚· ‚é.

1)Ž‹ ¥•G•f

JAROG 0401
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